
面　積　　 3万6197km2

人　口　　2360万人（2019年末）

首　都　　台北

言　語　　標準中国語，台湾語（閩南語），客家語など

宗　教　　仏教，道教

政　体　　共和制

元　首　　蔡英文総統

通　貨　　元（ 1米ドル＝30.9元，2019年平均）

会計年度　 1月～12月（2000年以降）
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概　　況
　2019年は2020年 1 月に予定されている総統選挙や立法委員選挙に向けた動きが
活発化した。与党の民進党は 6 月に蔡英文総統を，野党の国民党は 7月に2018年
の統一地方選挙で高雄市長に当選した韓国瑜を総統候補として擁立した。立候補
届け出の受付は11月18日から22日に行われた。当初，蔡英文総統の支持率は低迷
していたが，統一を迫る中国の圧力や香港情勢の深刻化が追い風となり，大きく
改善した。
　経済では，内需が堅調に成長したこともあり，2019年の実質経済成長率は速報
値で2.71％となった。また，米中貿易摩擦によって，台湾企業は生産拠点の分散
を進めるようになり，一部企業では台湾に回帰する動きが生じた。政府はこの動
きを支援するため，投資促進プログラムを策定した。製造業など一部業種では人
手不足が生じた一方，事業不振などで従業員の解雇が相次いだ 1年でもあった。
　対外関係では中国が香港同様の「一国二制度」を台湾に迫る姿勢を強め，また
太平洋地域 2カ国と台湾の外交関係を断絶させた。蔡英文政権はこうした中国の
圧力に反発した。香港の逃亡犯条例改正案反対運動と警官隊の衝突は台湾世論に
も衝撃を与えた。また，台湾は香港の同条例改正案やその発端となった台湾での
殺人事件の処理方針をめぐり，香港側と対立した。一方，アメリカは大規模な武
器売却や，太平洋諸国に台湾との国交を維持するよう求めるなど台湾を支援する
姿勢を強めた。日本なども台湾外交を支援するアメリカの動きに同調した。

国 内 政 治

頼清徳行政院長の辞任と蘇貞昌内閣の発足
　統一地方選挙での与党敗北後に辞意表明した頼清徳行政院長は蔡英文総統によ

2019年の台湾
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る慰留を固辞し， 1月11日に改めて辞意を表明した。 1月14日，後任の行政院長
に蘇貞昌・元民進党主席が就任した。蘇貞昌は陳水扁政権でも行政院長を務め，
この第 1次蘇貞昌内閣（2006年 1 月～2007年 5 月）で蔡英文総統は行政院副院長を
務めた。第 2次蘇貞昌内閣では前内閣からの留任者が大半を占めたが，蘇貞昌院
長や陳其邁副院長，林佳龍交通部長は2018年の統一地方選挙での落選者であった

（それぞれ新北市，高雄市，台中市）。野党国民党はこれを「敗者連盟」と揶揄し
たが，蔡英文総統には党内有力者を政権に組み入れて，政権や党運営を安定させ
るねらいがあったと考えられる。

立法委員補欠選挙
　2018年の統一地方選挙の際，それぞれ台北市長と台中市長に立候補した民進党
の姚文智（台北 2区）と国民党の盧秀燕（台中 5 区）が自発的に立法委員を辞任した。
これに伴う立法委員補欠選挙（ 1 月27日）では台北 2 区で民進党の何志偉候補が，
台中 5区は国民党の沈智慧候補が当選した。
　また，台南市長に就任した民進党の黄偉哲（台南 2区），彰化市長に就任した国
民党の王惠美（彰化 1 区），金門県長に就任した国民党の楊鎮浯（金門県区）のほか，
汚職容疑で有罪が確定した民進党の高志鵬（新北 3 区）が立法委員を失職した。こ
れに伴う補欠選挙（ 3 月16日）では新北 3 区で民進党の余天候補，台南 2区で民進
党の郭国文候補，彰化 1 区で国民党の柯呈枋候補，金門県区で国民党を離党した
陳玉珍候補が当選した。陳玉珍は ₈ 月に国民党に復帰し，結果的に政党の勢力図
は変化しなかった。

民進党の党主席選挙と総統選挙での公認候補の選出
　統一地方選挙での敗北後，蔡英文総統は民進党主席を引責辞任した。これに伴
う民進党主席補欠選挙が 1 月 6 日に行われ，蔡英文寄りの卓栄泰・前行政院秘書
長が得票率72.6％で当選した。対立候補で台湾独立派の游盈隆東呉大学教授は，
得票率が27.4％にとどまり，敗れた。
　 1月 9日に就任した卓栄泰民進党主席は，2020年総統選挙の公認候補の選出に
取り掛かった。3月 6日の同党中央常務委員会は 4月10日から12日に世論調査の実
施，17日に結果発表との日程を決めた。3月22日の締切日までに蔡英文総統と，台
湾独立派の支持をうけた頼清徳・前行政院長が立候補を届け出た。蔡英文寄りの
党執行部は蔡英文総統の敗退を懸念し，4回にわたって選出日程を延期した。最
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終的には 5月29日の中央党執行委員会で世論調査を6月10～12日に行うことが決め
られた。その間，高まる中国の圧力に対する世論の反発を背景に，蔡英文総統への
支持は回復しつつあったが，5月末の時点では五分五分の勝負とみられていた。
　党が委託した世論調査の直前， 6 月 9 日に香港では逃亡犯条例改正案に反対す
る大規模なデモが起き，デモ隊と警察が衝突した。台湾は中国から香港に近い形
での統一を迫られているため，台湾の世論は香港情勢の悪化に衝撃を受けた。ま
た，蔡英文総統は 9日中のうちに香港の反対運動への支持を表明し，香港や中国
政府を批判した。こうした香港情勢の急変や対応が蔡英文総統の支持を押し上げ
た。
　 6月13日に発表された調査結果では対立候補と目された韓国瑜や台北市長の柯
文哲のいずれに対しても蔡英文総統が大差で勝った（表 1）。一方，頼清徳は柯文
哲との差が僅かであった。そのため，蔡英文総統が民進党公認の総統候補となっ
た。結果発表後，頼清徳・元行政院長は蔡英文総統への支持を表明し，蔡英文総
統も頼清徳に協力を求めた。11月17日には蔡英文総統が頼清徳を副総統候補に指
名し，民進党では挙党一致で総統選挙に臨む態勢ができた。なお， 1期限りでの
退任が確定した陳建仁副総統は，蔡英文陣営の選挙本部長に就いた。

国民党の総統選挙公認候補の選出
　国民党では呉敦義・同党主席や王金平・前立法院長，朱立倫・前新北市長が出
馬を模索した。しかし，国民党の支持基盤である保守的な外省人には統一派に近
い高齢の退役軍人が多く，この 3 人が台湾と中国がともに「一つの中国」に属す
るとの考え方が希薄もしくは不十分であることに不満を持っていたと言われる。
　国民党内で世論からの支持が最も高いのは高雄市長の韓国瑜であった。しかし，
市長就任直後の出馬は体裁が悪いため，韓国瑜自身は当初，出馬表明を控えた。

表 1　民進党の総統選挙公認候補選出のための世論調査結果
（模擬選挙方式での得票率％， 5機関平均）

民進党候補 韓国瑜 柯文哲
蔡英文 35.7 24.5 22.7
頼清徳 27.5 23.5 27.4

（注）　民進党内の各候補者と国民党の公認を獲得とみられていた韓国瑜，無所属で出馬すると
みられていた柯文哲台北市長が総統選挙に出馬した場合，いずれの候補者を支持するのか問
うた。

（出所）　民進党ウェブサイト（http://www.dpp.org.tw/media/contents/8698）。
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韓国瑜は統一地方選挙で奇抜な選挙戦術を用いて支持を広げたが，その行政や政
治，外交上の手腕は未知数であった。
　馬英九・前総統は鴻海精密工業（以下，鴻海）の創業者，郭台銘を推したと言わ
れる。郭台銘の強みは，鴻海が多くの事業所を置く中国とアメリカのトランプ大
統領の双方に繋がりを持つことであった。しかし，郭台銘は2000年に国民党が活
動実態のない党員を除籍した際，手続きを怠り，党員資格を失ったため，公認選
出に必要な党員歴（ 4 カ月）を満たせない可能性もあった。そこで，呉敦義党主席
は 4月17日，国民党が財政難に陥った際に郭台銘が無利子で融資したことへの感
謝状を送り，その中に郭台銘の党員歴50年を祝う一文を加えることで，郭台銘に
公認候補選出への参加資格を認めた。
　これに対して，韓国瑜は 4 月23日に声明文を発表して「密室で候補者を決める
べきでない」と党執行部を批判した。また，「私には中華民国の発展と防衛に責
任を負う用意がある」と述べ，自らへの出馬要請を党執行部に促した。
　 5月15日，国民党中央常務委員会は 5 機関に世論調査（ 7月 ₈～14日に実施）を
委託し，総統選挙を想定した模擬選挙方式と，党内から最も支持する候補者を選
ぶ方式の結果を総合して公認者を決定するとした。ただし，調査対象は高齢者の
利用が多い固定電話のみとし，携帯電話を除外した。立候補を届け出た 5人は全
員が外省人で，朱立倫以外は保守，親中派とみられる。党執行部に出馬要請を催
促していた韓国瑜も自ら立候補を届け出た。
　世論調査の結果は 7 月15日に公表された。韓国瑜は模擬選挙において蔡英文総

表 2　国民党の総統選挙公認候補選出のための世論調査結果（ 5機関平均）

模擬選挙での得票率1）（％） 模擬選挙における得票率1）と党内候補
者から選択した場合2）の平均値3）（％）国民党候補 蔡英文 柯文哲

韓国瑜 44.7 15.8 18.0 44.8
郭台銘 29.2 14.1 14.6 27.7
朱立倫 20.7 15.6 18.8 17.9
周錫瑋 7.6 17.5 17.7 6.0
張亞中 4.5 25.1 26.6 3.5

（注）　 1 ）国民党内の各候補者と民進党の公認を獲得した蔡英文総統，また，柯文哲台北市長が
総統選挙に出馬した場合，いずれの候補者を支持するのか問うた。 2 ）最も支持する党内の候
補者を問う調査が行われたが，公表資料では，その結果の 5 機関平均値が掲載されていない。
3）国民党の公認を選出するうえでの基準。

（出所）　自由時報ウェブサイト（https://news.ltn.com.tw/news/politics/breakingnews/2852954, 
https://news.ltn.com.tw/news/politics/breakingnews/2853401）。
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統や柯文哲ら想定される対立候補に大差をつけた。また，公認選出の基準となる
模擬選挙と党内候補者から選択した場合の平均値でも首位に立ち，国民党公認の
総統候補となった（表 2 ）。
　 ₈月には韓国瑜の支持が低下し，国民党が公認を撤回するとの噂が流れたが，
呉敦義同党主席は 9月 3 日に否定した。11月11日には，副総統候補に理系の大学
教授出身の張善政・元行政院長が指名された。党内では郭台銘（ 9月に離党）や朱
立倫とのペアを望む声もあったが，いずれも実現しなかった。

2 大政党以外からの総統選挙出馬を模索する動き
　将来の総統候補と目されてきた柯文哲台北市長は ₈月 6日に台湾民衆党を結成
し，同党主席に就いたが，総統選挙への出馬を見送った。柯文哲は上海市との都
市フォーラムを継続し，中国との経済関係を重視する有権者が多い台北市で票固
めをしてきた。しかし，2019年の対中関係や香港情勢の悪化が柯文哲への逆風に
なる恐れがあった。また，2018年の統一地方選挙で国民党候補に猛追されて辛勝
にとどまったため，柯文哲は将来の総統選挙への出馬を見据え，全国組織の構築
を優先したと考えられる。
　一方，郭台銘は国民党内での敗退後も出馬を諦めず，柯文哲台北市長に接近し
た。これを警戒した呉敦義国民党主席は 7 月17日に郭台銘に国民党にとどまるよ
う呼びかけた。 9月12日には呉敦義や馬英九ら歴代国民党主席などが連名で，郭
台銘と韓国瑜に協力を求める新聞広告を掲載した。これは郭台銘に副総統候補に
なるよう求めたものと考えられる。反発した郭台銘は同日のうちに国民党から離
脱すると表明したが，16日に出馬の断念を表明した。その後，郭台銘は親民党に
接近し，2020年 1 月に宋楚瑜同党主席への支持を表明した。
　王金平・前立法院長は国民党の公認選出過程が不透明であると批判し，同党か
らの出馬を断念した。その後も郭台銘や柯文哲のほか，親民党にも協力を打診し
たが叶わず，王金平は11月12日に出馬を断念すると表明した。
　最終的に 2大政党以外では親民党の宋楚瑜主席のみが正式に立候補した（11月
13日に出馬表明）。同党は前回総統選挙での得票率が12.8％であったため，直近
の国政選挙で得票率 5 ％以上という候補者擁立の条件を満たしており，署名を集
めずに，正副総統候補を擁立できた。副総統候補には民視（民進党や独立派寄り
のテレビ局）元副社長である余湘を指名した。2016年選挙の副総統候補であった
徐欣瑩と同様，余湘は本省人，女性で，宋楚瑜は自身（外省人，男性）とのバラン
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スを取った。ただし，宋楚瑜の立候補は，同日実施予定の立法委員選挙で親民党
が幅広い層から得票することがねらいであった。

総統選挙本選をめぐる情勢
　総統選挙には 3組が正式に立候補したが，実際は民進党の蔡英文・頼清徳ペア
と国民党の韓国瑜・張善政ペアの一騎打ちであった。選挙戦の焦点は台湾への強
硬さを増す中国との距離感であった。
　蔡英文総統は従来，中国への刺激を避けてきたが，2019年に入ると中国への対
抗策（後述）を打ち出した。香港の反対運動が長引き，本格的な反政府運動に発展
したことや，その参加者や支持者らが「今日の香港は明日の台湾」とのスローガ
ンを唱えて台湾側に中国との統一を拒否するよう呼びかけたことも，台湾世論の
危機感と蔡英文総統への支持を高めた。
　一方，韓国瑜は国民党と中国が中台間の対話の前提とする「1992年コンセンサ
ス」の堅持を一貫して主張した。 3 月の香港，マカオ，中国訪問では，香港の林
鄭月娥行政長官やマカオの崔世安行政長官，中央政府駐香港連絡弁公室（中国政
府の出先機関）の王志民主任，劉結一国務院台湾事務弁公室主任らと会談し，中
国との親密な関係を見せた。 9 月に太平洋 2 カ国が中国と関係を樹立し，台湾と
断交したことを指して「中華民国が消滅の危機にあるのは『1992年コンセンサ
ス』を認めない蔡英文総統の責任だ」と述べ，中国の圧力を選挙戦に利用した。
　こうした韓国瑜の親中的な姿勢は選挙戦の足かせになった。 3月に中央政府駐
香港連絡弁公室を訪問したことは「一国二制度」を支持したことになると批判さ
れた。また， 6月に香港情勢が深刻化した後，韓国瑜は「一国二制度は台湾に適
用できない」と述べるにとどまり，香港および中国政府への批判を避けた。なお，
11月には中国の工作員が，2018年の地方統一選挙の際，韓国瑜に資金提供したと
告白した。しかし韓国瑜は「 1 元でも受け取ったのなら高雄市長を辞任し，総統
選挙から撤退する」と疑惑を否定した。
　韓国瑜は自治体首長の顔を強調するため，選挙本部を高雄に置き，当選後も高
雄から台北に通勤すると公約し，また侯友宜新北市長や盧秀燕台中市長とトリオ
で選挙戦を行った。しかし，高雄市長としての実績不足や不手際を指摘されると，
韓国瑜は「中央政府が私の邪魔をするからだ」という発言を繰り返し，有権者の
心証を害した。
　このほか，中国との覇権争いを意識したアメリカは蔡英文総統に好意的と思わ
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れた。その一方で，韓国瑜は多忙を理由に総統候補の慣例である訪米を見送ったが，
本当の理由は対中政策をめぐるアメリカ側との立場の違いにあったと考えられる。

立法委員選挙をめぐる動き
　2020年の立法委員選挙は当初，国民党が優勢か，民進党と拮抗すると見られた。
また，総統選挙と異なり， 6 月以降も香港情勢の影響を受けなかった。しかし，
11月に国民党の比例代表名簿の上位に統一派が入ると，世論の反発を受けた。第
2位の葉毓蘭は元警察官で統一派の新党の党員であり，2014年のひまわり学生運
動や香港の「雨傘革命」，逃亡犯条例改正反対デモにおける台湾や香港の警察に
よる鎮圧を擁護した。また，第 4 位の呉斯懐は元陸軍副司令官で，2016年に中国
で孫文生誕150周年記念式典に参加し，習近平国家主席の祝辞や中国の国歌を起
立して聴いたため，やはり統一派と目された。
　台湾民衆党は比例代表を中心に候補者を擁立し，第三勢力として 2大政党の間
でキャスティングボートを握ろうとした。郭台銘は同党のほか，親民党にも接近
し，両方に自らの選挙陣営の要員だった人物を立法委員候補として送り込んだ。
　ひまわり学生運動関係者が組織した時代力量は国民党だけでなく，民進党にも
対決姿勢をとる黄国昌（ 3 月まで党主席）の路線に，林昶佐，洪慈庸の立法委員 2
人が反対し， ₈月に離党した。この 2 人は立法委員選挙に無所属で立候補した。
　民進党は小選挙区において時代力量を離党した林昶佐（台北 5区）および洪慈庸
（台中 3区）や台湾基進党の陳柏惟（台中 2 区），無所属の趙正宇（桃園 6区）のほか，
民進党の公認を得ずに出馬した蘇震清（屏東 2 区）を支持した。 7月にはひまわり
学生運動の中心人物であった林飛帆が民進党副秘書長に就任した。時代力量に立
場が近い社会民主党の初代主席，范雲台湾大学副教授も民進党から立法委員選挙

（比例代表）に出馬した。

中国の浸透工作への対応
　蔡英文総統は 3月11日に国家安全会議を招集して，「一国二制度台湾実施案へ
の対応，対抗ガイドライン」（因應及反制「一国両制臺灣方案」指導綱領）を示し
た。行政院（政府）はこれに関する法令を整備するため「国安 5法」と命名された
法改正案を提出， 5月から 7 月の間に立法院で可決された。さらに蔡英文総統は
中国を念頭に敵対する国や勢力による国内への浸透工作を取り締まる法令整備を
指示した。これは反浸透法として12月31日に立法院で可決された（表 3）。
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　これらの法案は，国民党が陳水扁政権期に行ったような，政府の委託を受けず
に中国側と交渉することや，その工作機関と接触することを処罰の対象とした。
そのため，国民党は自らや中国に進出した企業関係者が今後，処罰される可能性
が出てくるとして，反対した。
　また11月には中国の工作員を名乗ってオーストラリア当局に投降した王立強が
2018年11月の統一地方選挙で国民党候補に資金提供するなど，台湾での統一工作
にも関与したと告白した。法務部調査局は王立強が工作員と指摘した人物を桃園
空港から出国する間際に拘束した。12月には台北地検が，違法に中国の公務員へ
の台湾旅行を手配した旅行会社 6 社を家宅捜索した。その中には外省人系の暴力
団，竹聯幇の元幹部で，中華統一促進党の張安楽主席の関係会社も含まれた。

（竹内）

経 済

マクロ経済の概況
　2019年の実質経済成長率は2.71％（速報値）であった。四半期ごとの成長率（前
年同期比）をみると，第 1 四半期1.84％，第 2 四半期2.60％，第 3四半期3.03％，
第 4四半期3.31％であった。経済成長の要因には，財・サービス輸出の実質成長
率が前年比で1.24％であった一方，民間消費の成長率が前年比2.13％，また総資
本形成の成長率が前年比5.36％と内需が堅調に推移したことがあげられる。総資

表 3　国安 5法と反浸透法の概要

法案 主な内容 可決日

国家機密保護法改正 機密に触れた公務員の中国渡航制限（ 3年以内→ 3～ 6年）とス
パイ行為や機密漏洩への罰則を強化 5月 7日

両岸人民関係条例
第 5条 3項改正

中国との政治交渉に関する立法院での事前審査，交渉中止，承
認手続を明文化。承認には憲法と同様の厳格な条件 5月31日

刑法改正 外患罪の対象に中国，香港，マカオも含める。政府の授権なく
中国側との交渉を行った場合にも適用 5月31日

国家安全法改正 第 2 条の 2（サイバー攻撃），第 5 条の 2（内乱や外患，機密漏
洩で有罪となった公務員の年金などを停止） 6月19日

両岸人民関係条例
第 9，91条改正

公務員が中国の政治活動に参加，国家の尊厳を傷つけた場合，
年金や恩給の停止や勲章の剥奪も 7月 3日

反浸透法（新規） 海外の敵対勢力の浸透工作と，それへの加担を禁止。 5年以下
の懲役，1000万元以下の罰金刑 12月31日

（出所）　筆者作成。
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本形成のなかでも，固定資本形成が民間投資9.61％，政府投資9.38％といずれも
高い成長であった。民間投資では，半導体企業による機械設備への投資が高い成
長の主因となった。また，政府投資では蔡英文政権が実施しているインフラ整備
の前瞻基礎建設計画への投資が堅調に進んだ。その結果，固定資本形成全体では
9.13％と大きく成長し，経済成長に貢献した。
　税関統計に基づく財貿易については，輸出総額が前年比1.4％減の3292億ドル，
輸入総額が同0.3％増の2857億ドルであった。輸出先上位 3カ国・地域は中国，
アメリカ，香港であり，主要輸出品は電子部品1125億ドル，情報機器426億ドル，
機械類235億ドルであった。中国への輸出は前年比で4.9％減の918億1734万ドル
であった一方，アメリカへの輸出は前年比で17.1％増加し，過去最高額の462億
4285万ドルであった。一方，輸入元上位 3 カ国は中国，日本，アメリカであり，
主要輸入品は電子部品595億ドル，機械類343億ドル，原油213億ドルであった。

米中貿易摩擦の影響と投資促進プログラム
　米中貿易摩擦は台湾企業に影響を与えた。この背景には，アメリカ側の貿易収
支の不均衡に対する不満，また急速に技術力を有するようになった中国への警戒
心がある。アメリカ政府は2019年 5 月に中国通信機器大手の華為技術（ファー
ウェイ）を事実上の禁輸リスト（エンティティー・リスト：EL）に加えた。また，
アメリカ政府はファーウェイの通信機器に対する懸念から，半導体を供給してい
る台湾積体電路製造（TSMC）に対してファーウェイへの出荷を停止するように求
めたことが報道された（Financial Times，2019年11月 4 日付）。TSMC 側はこの報
道に対して明確に否定した（『中國時報』2019年11月 5 日付）。
　台湾企業は電子機器産業を中心に顧客から部品や製品の受託生産を請け負い，
生産自体は中国で行っていることが多い。中国で生産された製品がアメリカの対
中制裁関税の対象になった場合，企業側は関税の負担をしなければならず，中国
からアメリカへの輸出環境が大きく変化する。そのため，一部企業では自主判断
だけではなく，顧客からの要請もあって生産拠点を中国だけに依存せず，東南ア
ジアなど他地域への分散化を進めた。電子機器分野で世界第 2位の受託製造企業
であり，Apple 製品の組み立てを行うペガトロン社（和碩聯合科技）がインドネシ
アに工場を建設，生産を開始したのはその代表例である。
　こうした動きは2019年の対外投資からも明らかである。対中国投資（申告・承
認ベース）は610件，41億7000万ドルであり，前年比で件数は116件（マイナス
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16.0％），金額は43億2464万ドル（マイナス50.9％）減少した。一方で，ASEAN（シ
ンガポール，インドネシア，マレーシア，フィリピン，タイ，ベトナム）への投
資（申告・承認ベース）は223件，22億4000万ドルであり，前年比で58件（35.2％），
金額は 6億8359万ドル（44.0％）増加した。
　また，中国に投資をしてきた一部の台湾企業には生産拠点の分散化の一環とし
て，台湾に回帰する形で生産拠点を設けるために投資をする動きが出た。この動
きを受けて，行政院では2018年10月から11月にかけて，国家発展委員会を中心に
このような投資に対する促進策を議論し，11月29日に「U ターン投資促進プログ
ラム」（歡迎台商回台投資行動方案）を策定した。このプログラムは2019年 1 月 1
日から2021年末の 3年間限定で実施し，対象は米中貿易摩擦で影響を受けた台湾
企業で，かつ中国への投資を 2 年以上実施している製造業企業である。また，投
資を実施する場合，クラウドや AI（人工知能），IoT（モノのインターネット接続）
といったスマート技術の要素や機能を備えることも必須条件とした。
　この投資促進プログラムは中国への投資をしていない企業は対象外であったた
め，対象外の企業からは不満や要望が出た。そのため，政府は 2つの投資促進プ
ログラムを新たに作成した。ひとつは，中国への投資をしていない台湾企業を対
象とした「台湾企業投資促進プログラム」（根留台湾企業加速投資行動方案）であ
り，もうひとつは中小企業を対象とした「中小企業向け投資促進プログラム」（中
小企業加速投資行動方案）である。これらの投資促進プログラムは 6月26日に行
政院で決定し，2019年 7 月 1日～2021年12月31日の 2年半の期間で実施されてい
る。なお，これらの投資促進プログラムではサービス業企業も対象となっている。
　以上 3つの投資促進プログラムを申請する場合，製造業では蔡英文政権が進め
るスマート機械など 5 プラス 2 イノベーション政策の対象になっていることなど
の条件を満たす必要がある。また，サービス業でも投資内容が台湾の重要産業政
策と関連し，スマート技術を備えることを条件とした。これら 3つの投資促進プ
ログラムの支援内容は，用地の確保，迅速な融資実施，税金の優遇や支援，安定
した水および電気の供給の 4 分野であり，基本的に共通している。U ターン投資
促進プログラムの場合には，これら 4 分野に人材の確保が加わる。
　2019年に認可された企業数などは表 4 のとおりである。表から明らかなように，
U ターン投資促進プログラムの認可企業数，投資金額，就業機会数はほかの 2投
資促進プログラムを大きく上回った。政府の目標は， 3投資促進プログラム合計
で投資額 1兆1750億元，産出額 3 兆1600億元，就業機会10万4000件となっている。
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初年度に300社を超える企業がこれらの投資促進プログラムに申請した結果，
2019年の 1年間で認可を受けた投資総額は8424億元，就業機会は 7万件近くと
なった。今後は認可を受けた投資が実際に行われる段階に入り，台湾経済をけん
引する役割を担うことになろう。

人手不足と相次いだ大規模解雇
　経済が堅調に成長し，また先述の投資促進プログラムが実施されたこともあり，
製造業を中心に一部業種では人手不足が生じた。半年ごとに公表されている業種
別欠員者数を見ると，2019年下半期における欠員者数は22万1441人，上位 3業種
の内訳は製造業 7万9482人，小売・卸売業 3 万8155人，宿泊・飲食業 1万8641人
であり，これら業種で全体の61.5％を占めた。
　しかし，人手不足の動きが見られた一方，2019年は事業不振などの理由で従業
員の解雇が相次いだ年でもあった。1971年に設立された中華映管は元々テレビの
ブラウン管，その後液晶パネルを製造していたが，中国メーカーとの価格競争に
敗れ債務超過に陥り，2019年 5 月に上場廃止となり，2500人を解雇した。その後
も操業は続けたが，受注がなく ₈ 月30日に操業停止を発表した。董事会（取締役
会）は 9月19日に破産申し立てを裁判所に行うことを決議した。この破産によっ
て，残った従業員1900人も11月に解雇された。
　また，太陽電池関連では，中国政府が2018年 6月に太陽光発電への補助金削減
を実施したこと，中国のメーカーの増産によって供給過剰になったこともあり，中
国市場向け価格が大幅に下落した。その結果，事業の縮小や撤退を余儀なくされ，
人員の整理が行われた。さらに，サービス業に関しても中国政府が2019年 ₈月 1
日から台湾への個人旅行許可証の発給停止，団体旅行客の 1日あたりの上限を下
げたことによって，観光業などが打撃を受け，ホテルの閉鎖などの動きがあった。
　統計が公表されている2013年以降，労働部に通報があった2019年の解雇件数は

表 4　投資促進プログラムの認可状況（2019年12月末現在）

プログラム名 認可企業数 投資金額（億元） 就業機会（件）
Uターン投資促進プログラム 165 7,121 58,918
台湾企業投資促進プログラム 35 856 6,112
中小企業向け投資促進プログラム 102 447 4,344
合計 302 8,424 69,374

（出所）　投資臺灣事務所ウェブサイト（https://investtaiwan.nat.gov.tw/）より筆者作成。
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209件で最少であった一方，解雇者数は2015年の 1万6670人に次ぐ 1万5630人で
あった。工場閉鎖・移転，損失計上，業務縮小などが解雇のおもな理由である。業
種別では製造業61社，卸売・小売業51社，ホテル・飲食業32社であった。また，1
件の解雇人数が500人を超えるものが10件あり，計7849人が解雇され，このような
大規模な解雇は過去最多となった。このうち，2件は中華映管による解雇であった。

組合運動と 2大航空会社でのストライキ
　2019年には台湾の 2 大航空会社で労働組合が待遇改善を求めてストライキを起
こした。このストライキは，旅行業界だけではなく，今後の組合運動にも影響を
与えることとなった。ストライキが決行された背景には，2016年 6 月にチャイナ
エアライン（中華航空）のキャビンアテンダントが加入する職能別組合（CA 組合）
が航空業界初のストライキを決行し，最終的には組合側が有利な形で待遇改善を
獲得したことがあげられる。これを受けて，チャイナエアラインのパイロットが
加入する職能別組合（パイロット組合）では2019年 2 月に長距離飛行における人員
増強などを求め，また CA 組合に加盟するエバー航空（長榮航空）のキャビンアテ
ンダント部会も2019年 6 月に旅行手当の増額などを求め，それぞれストライキを
決行した。
　ストライキの決行で問題になったのは，ストライキの事前通告の時期であった。
チャイナエアラインのストライキは繁忙期にあたる春節休暇の終盤に，またエ
バー航空のストライキは労使交渉の決裂からわずか 2時間後に決行されたことも
あり，乗客は予定していた航空機に搭乗できないなど混乱した。そのため，これ
らのストライキの対応に追われた業界団体である中華民国旅行商業同業公会全国
連合会は組合側を批判し，ほかの経済団体も航空業の公共性に鑑みて少なくとも
事前に30日間のスト予告期間を置くべきと主張した。ストライキ終結後の 7月29
日には，労働部は航空業界の労使代表者や関係団体，交通部などと民間航空業の
労働争議に関するフォーラムを開催した。労働部や交通部は航空業界におけるス
トライキの事前予告制度の導入を支持しており，今後ストライキの事前通告制度
が導入される可能性がある。
　もうひとつの問題は，将来におけるストライキの制限である。労使双方による
合意の際に，経営側が不当労働行為を行わないかぎり，パイロット組合はチャイ
ナエアラインと今後 3 年間，CA 組合はエバー航空と今後 3年半，それぞれスト
ライキを実施しないことでも合意した。この合意はストライキ行使権への制限で
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もあり，今後の組合活動や労使交渉に何らかの影響を及ぼすと考えられる。
 　（池上）

対 外 関 係

緊張高まる中国との関係
　蔡英文総統は就任以来，中国を刺激することを避けてきた。しかし，1月 1日
の新年談話では台湾を「中華民国という主権国家」と考える立場から，中国に「 4
つの必須」事項を要求し，また「 3つの防御網」を構築する方針を表明した（表 5）。
　一方，中国では 1月 2 日に習近平国家主席が「台湾同胞に告げる書40周年講
話」のなかで，「一国二制度台湾実施案」を検討すると述べた。 3月 1日には中
国の政策に影響力を持つ王英津中国人民大学教授がその 1案として，台湾から軍
事力や一切の外交権限，南シナ海にある離島の統治権を剥奪するという，従来の
方針よりもさらに強硬な案を提言した。これらの発言に対して，蔡英文総統は 1
月 2日に改めて「一国二制度」を受け入れないと表明し，また， 3月11日には国
家安全会議を招集し，「一国二制度台湾実施案」への対応策（「国内政治」参照）を
発表した。
　 6月 2日には中国の魏鳳和国防相が台湾に対して「独立するなら，中国軍は武
力行使を辞さない」と発言した。これに対し，台湾の大陸委員会は「平和や国際
秩序の破壊は容認できない」と反発した。
　 9月には中国がソロモン諸島，キリバスとの外交関係を相次いで樹立し，両国
に台湾との関係を断絶させ，台湾ではすべての外交関係を中国に奪われるとの懸
念が広がった。蔡英文総統は 9月25日に国家安全会議を招集し，中国の動きを予

表 5　蔡英文総統の「 4つの必須」と「 3つの防御網」の内容

スローガン 各項目

「 4つの必須」
（中国への要求）

（ 1 - 1 ）台湾に中華民国が存在することを正視する
（ 1 - 2 ）台湾人民が自由と民主主義を堅持することを尊重する
（ 1 - 3 ）平和的かつ対等な方式で中台間の問題を解決する
（ 1 - 4 ）政府や政府から公権力の行使を委託された機関と交渉する

「 3つの防御網」
（対抗策）

（ 2 - 1 ）民生分野（主にパンデミックリスク対策）
（ 2 - 2 ）情報通信（サイバー攻撃やフェイクニュースへの対策）
（ 2 - 3 ）民主主義（統一戦線工作やシャープパワーへの対抗策）

（注）　各項目の番号は，言及された順に筆者が付加。
（出所）　筆者作成。
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想した機密報告書の要約を公表した。この報告書は中国の動きを軍事と情報戦を
併用して総統選挙への介入を試みる「ハイブリッドの脅威」であると指摘した。
これはロシアがクリミア併合時に行った「ハイブリッド戦争」に類する用語である。
　11月 4 日には中国の国務院台湾事務弁公室と国務院発展改革委員会が「両岸経
済文化交流協力を促進する若干の措置」（台湾優遇26カ条の措置）を発表した。
2018年の「31カ条の措置」に続き，台湾企業や中国で就業，起業する台湾人への
内国待遇のほか，第三国での中国の在外公館による台湾人への領事保護をうたっ
た。台湾の外交部や大陸委員会はとくに後者を主権侵害であると非難した。
　軍事面では， 3月31日に中国の殲11（J-11）戦闘機 2機が台湾海峡中間線を越え，
台湾の戦闘機が緊急発進した。この中間線は台湾側が主張するものに過ぎないが，
中国側がこれを越えることは2011年以来 7 年間なかった。11月17日には中国海軍
2隻目の空母が台湾海峡を南下，海南島に向かい，12月17日に就役して「山東」
と名付けられた。同空母は帰路26日に台湾海峡を北上した。

台湾への関与を強めるアメリカ
　アメリカは増大する中国の脅威から台湾を守るため，台湾への軍事的関与を強
めた。アメリカ海軍艦艇は2019年中， 6 月，10月，12月を除き，月 1回の頻度で
計 9回台湾海峡を通過した。アメリカ空軍の MC-130J 特殊作戦機（ ₈月と 9月），
フランス（ 4月）やイギリス（12月）の海軍艦艇も台湾海峡を通過した。 7月には
M1A2戦車108輌（約20億ドル）， ₈ 月には F-16V 戦闘機66機（約80億ドル）を台湾
に売却することも決定された。
　政治面でも，アメリカは台湾を重視する姿勢を見せた。 2月13日には，インド
太平洋軍のフィリップ・デービッドソン司令官が「習近平主席の『一国二制度』
は台湾海峡両岸の意向を反映していない」と 1 月の習近平講話を批判した。 3月
には蔡英文総統が外訪途中でハワイ州緊急事態管理局（HI-EMA）を訪問し，HI-
EMA 長官とハワイ州兵長官を兼務するアーサー・ローガン少将が出迎えた。
　中国軍機の台湾海峡中間線越え（ 3 月31日）に対してアメリカの国務省や国防総
省は「現状維持に対する一方的な挑発」と批判し，ジョン・ボルトン国家安全保
障担当大統領補佐官も「台湾人民は挑発に屈しない」と中国をけん制した（ 4月
1日）。 4月 3日にはアメリカ在台湾協会（AIT）台北事務所が，2005年以降，駐
在武官にあたる現役軍人が駐在していることを認めた。 5月には訪米した李大維
国家安全会議秘書長がボルトン大統領補佐官と会談し，1979年の断交以来，最高



166

総統選挙候補の選出と強まる中国の圧力

レベルの米台政府高官の接触となった。
　2019年はアメリカの台湾政策を規定する台湾関係法の制定40周年であった。 5
月 9日にアメリカ議会議事堂で駐米台北経済文化代表処が主催する「台湾関係法
40周年祝賀会」が行われ，親台派の議員だけでなく，ナンシー・ペロシ下院議長
も出席した。25日には台湾側の窓口機関，北米事務委員会の名称が，台湾米国事
務委員会に変更された。

太平洋諸国，バチカンとの関係
　中国は台湾と国交を持つ太平洋諸国に外交攻勢を仕掛けたが，アメリカは中国
が太平洋上に軍港やミサイル追跡施設を設置することを恐れ，台湾側を支援した。
　 2月21日に台湾と国交を持つパラオ，マーシャル諸島，ナウル，キリバスの 4
カ国とミクロネシア連邦の首脳らが「ミクロネシア大統領サミット」（MPS）を開
催し，親中的な姿勢が目立った太平洋諸島フォーラム（PIF）事務局（『アジア動向
年報2019』を参照）に台湾への公平な扱いを求める声明を採択した。マイク・ポ
ンペオ米国務長官は MPS 参加国と台湾の関係を評価するメッセージを寄せた。
　 5月のボルトン・李会談ではパラオ，マーシャル諸島関係者を交えた会合も開
かれた。しかし，ソロモン諸島では 4 月に就任したソガバレ首相が中国に接近し
ていた。アメリカのペンス副大統領は 9 月に訪米した同首相と会談し，台湾との
関係維持を求める予定であったが，その直前の 9 月16日に中国と関係を樹立し，
会談も中止された。 4 日後（20日）にはキリバスもこれに続いた。これに伴い，両
国と台湾の外交関係は断絶した。
　バチカンは中国国内のカトリック教会の扱いをめぐる中国との合意（2018年）後，
台湾との断交が懸念されている。カトリック教徒である陳建仁副総統は2018年に
続き，同国を訪問（10月10～15日）してカトリック教会の列聖式に出席し，ローマ
教皇フランシスコに来訪を要請した（13日）。教皇は来訪を見送ったが，11月の訪
日直前に台湾上空の搭乗機から蔡英文総統と電報で挨拶を交わした（23日）。

香港の逃亡犯条例問題
　香港の逃亡犯条例改正の発端は，2018年 2 月に台湾を旅行中に香港人男性（以
下，「容疑者」）が交際相手の香港人女性を殺害した事件であった。香港政府は
2019年 2 月12日に台湾を含む「中国国内の他地方」を対象外とする逃亡犯条例を
改正し，「容疑者」を台湾に引き渡す方針を示した。
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　香港の運動家，黄之鋒は「同改正案が成立すれば，香港を訪れた台湾人も中国
に移送される恐れがある」と台湾側の関心を喚起し（ 2月15日），台湾では黄国昌
立法委員がこの問題を立法院で取り上げた。大陸委員会の邱垂正副主任委員は同
条例を改正せず，政府間の司法協力による事件の処理を提案したが，香港政府に
無視されたと答弁した（同月21日）。
　 6月 9日に香港で大規模な同改正案反対運動が起きると，蔡英文総統は同日中
に支持を表明した。13日には蔡英文総統が談話を発表し，12日の香港警察による
反対デモへの鎮圧を「暴力」と非難し，同改正案については中華民国の主権や人
権の侵害にあたると批判した。同日，邱垂正大陸委員会副主任委員は同改正案が
成立した場合，香港人の亡命を個別に検討すると述べた。なお， 4月25日には香
港で中国に批判的な出版物を扱っていた銅鑼湾書店の林栄基・元店長が事実上台
湾に亡命した。
　10月18日，香港政府は「容疑者」を釈放し，台湾での「自首」を勧める意向を
示した。しかし，台湾の大陸委員会は香港政府が台湾の捜査員による香港での身
柄引き取りを拒否したことや，容疑者を拘束せずに飛行機に搭乗させるとの考え
を「無責任」と非難した（20日）。23日に「容疑者」が釈放されると，蔡英文総統
や蘇貞昌行政長は「容疑者」が台湾に来る場合，通常の入国や「自首」を認めず，
到着直後に逮捕する方針を示した。

日本との関係
　日本もアメリカに歩調を合わせ，台湾への関与を強めた。日本側の対台湾窓口
機関である日本台湾交流協会（以下，日台交流協会）は台湾とソロモン諸島やキリ
バスの断交に「遺憾の意」を示した。日米が台湾の国際的地位を擁護したのは
2007年に国連事務局が陳水扁政権による国連加盟申請を却下した際の「台湾問題
は解決済み」との見解に反論して以来である（『アジア動向年報 2008』を参照）。
　また，アメリカの窓口機関 AIT が台湾外交を支援するために立ち上げた「グ
ローバル協力・訓練枠組み」（GCTF）に， 3 月の「官民汚職撲滅研修会」より日
台交流協会が参加しはじめた。これは GCTF としても初の第三国の参加となった。
10月 7 日に AIT が台湾と太平洋諸国の関係維持を促すために開催した「太平洋
対話」にも，日台交流協会はオーストラリア，ニュージーランドの窓口機関と並
んで参加した。なお，同月24日には沼田幹夫日台交流協会台北事務所代表が退任
し，後任には泉裕泰・前駐バングラデシュ大使が就いた。 （竹内）
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2020年の課題
　 1月11日は総統選挙，立法委員選挙の投開票日であった。蔡英文総統が圧勝し
たほか，立法委員選挙でも与党民進党が立法院の過半数を占めた。国民党側では
呉敦義・同党主席が引責辞任したほか，落選した韓国瑜高雄市長の罷免要求運動
も展開されている。
　行政院主計総処は2020年 2 月12日，2020年の経済成長率を2.37％，消費者物価
指数の上昇率を0.62％とする予測を公表した。半導体事業における投資の継続，
台湾企業による回帰投資の事業開始，第 5 世代移動通信システム（ 5 G）の整備な
どによって民間投資が堅調に成長すると予測している。
　中国で発生した新型コロナウイルス感染症の流行により，台湾政府は 2月 5日
に中国本土への渡航を 4 段階で最も高いレベルに引き上げて，渡航中止勧告措置
をとった。この背景には2003年の SARS（重症急性呼吸器症候群）の経験や，すで
に中国との関係が冷え切り，人の往来が減少していたという事情もある。新型コ
ロナウイルス感染症の世界的な蔓延によって，経済の状況は行政院主計総処の予
測公表後に大きく変化した。中央銀行は 3 月19日に経済成長率1.92％の予測値を
公表した。また， 3月26日には陳美伶国家発展委員会主任委員（大臣）が立法院経
済委員会での質疑で，新型コロナウイルス感染症の状況が 6月まで続けば台湾の
経済成長率は0.66ポイントから1.40ポイント引き下がると発言した。IMF が 4月
14日に公表した World Economic Outlook では，台湾の経済成長率はマイナス4.0％
の予測値となった。台湾経済が大きな影響を受けることは間違いなく，経済成長
率も 2月予測値よりも大きく下がることが考えられる。
　新型コロナウイルス感染症への対策として，行政院は 2月13日にこの感染症の
防止策を強化する特別法案を策定することを決定した。立法院は同月25日にこの
法案を通過させ，蔡英文総統は同日にこの特別法に署名して公布した。この法律
には観光業など影響が大きい産業を下支えするために600億元を上限とした予算
編成も含まれ，この予算案は 3 月13日に立法院を通過した。
　対外関係については，蔡英文総統の再選に伴い，アメリカとは今後も関係強化
が進むとみられる。そのため，台湾と中国の緊張度は今後，さらに高まる可能性
が高い。また新型コロナウイルス感染症の流行が米中の覇権争いに与える影響も
台湾にとっては大きな関心事項である。

（竹内：地域研究センター）
（池上：開発研究センター）
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1 月 1 日 ▼蔡英文総統，新年談話を発表。

▼ U ターン投資促進プログラム運用開始。
2 日 ▼ 中国の習近平国家主席，「台湾同胞

に告げる書40周年記念講和」で「一国二制
度」の台湾実施案の検討に言及。蔡英文総統，
台湾世論は受け入れないと批判。
4 日 ▼憲法訴訟法，施行。憲法訴訟を非公

開の会議から，公開法廷方式へ変更。
6 日 ▼民進党主席選挙で，卓栄泰・前行政

院秘書長が当選。 9日に就任。
11日 ▼頼清徳行政院長，辞意表明。
14日 ▼第 2 次蘇貞昌内閣発足。蘇貞昌行政

院長，陳其邁同副院長ら就任。
24日 ▼米海軍イージス駆逐艦マッキャンベ

ルと補給艦ウォルター・S・ディール，台湾
海峡を通過。

▼経済部，消費喚起のためエアコンと冷蔵
庫の省エネ機種への買い替えに補助金支給。
27日 ▼立法委員補欠選挙投開票。台北第 2

区は民進党，台中第 5区は国民党候補が勝利。
31日 ▼経済部，脱原発政策の実質継続決定。
2 月 1 日 ▼蔡政権，2025年脱原発達成目標の
堅持決定。
6 日 ▼高碩泰駐米代表，アメリカ国務省主

催の対 IS 有志連合の閣僚級会合に出席。
8 日 ▼チャイナエアラインのパイロットが

加入する組合，スト発動（～14日）。
13日 ▼フィリップ・デービッドソン米イン

ド太平洋軍司令官，習近平中国国家主席によ
る「一国二制度台湾実施案」への言及を批判。
21日 ▼ポンペオ米国務長官，ミクロネシア

大統領サミットにメッセージ参加。

▼労働部，育児休暇の夫婦同時取得を， 3
歳未満の子供 2人以上で認める解釈発表。

▼邱垂正大陸委員会副主任委員，香港の逃
亡犯条例改正を批判。

25日 ▼米海軍イージス駆逐艦ステザムと補
給艦セザール・チャベス，台湾海峡を通過。
3 月 1 日 ▼中国人民大学教授の王英津，台湾
への香港型の「一国二制度」適用を提案。
11日 ▼蔡英文総統，中国の「一国二制度の

台湾実施案」に関する国家安全会議を招集。

▼アメリカのサミュエル・ブラウンバック
宗教の自由担当大使，蔡英文総統および陳建
仁副総統と会談。
14日 ▼ 交通部民用航空局，ボーイング

737MAX の飛行および領空通過禁止の通知。
16日 ▼立法委員補欠選挙投開票。新北第 3

区と台南第 2区は民進党，彰化第 1区は国民
党，金門は無所属候補が勝利。
19日 ▼中央選挙委員会，総統選挙，立法院

選挙の投開票日を2020年 1 月11日に決定。
21日 ▼蔡英文総統，外訪（～28日）。パラオ

のトミー・レメンゲサウ大統領（22日），ナウ
ルのバロン・ワカ大統領（25日），マーシャル
諸島のヒルダ・ハイネ大統領（26日）と会談。
帰路，ハワイに立ち寄り。

▼日本台湾交流協会，日台ワーキングホリ
デー制度のビザ発給枠を 1万人に拡大発表。
22日 ▼韓国瑜高雄市長，香港，マカオ，中

国の深圳および厦門を訪問（～28日）。
24日 ▼米海軍イージス駆逐艦カーティス・

ウィルバーと米沿岸警備隊カッター（警備艦）
バーソルフ，台湾海峡を通過。
26日 ▼ 米国在台湾協会（AIT），米台「グ

ローバル協力・訓練枠組み」（GCTF）官民汚
職撲滅研修会を開催。日台交流協会台北事務
所沼田代表も出席。日本の GCTF 参加は初。
31日 ▼中国の殲11（J-11）戦闘機 2機，台湾

海峡中間線を越え，10分間飛行。
4 月 1 日 ▼ AIT，アメリカ国務省，国防総省，
3 月31日の中国軍機による挑発を非難。

重要日誌 台　　湾　2019年
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3 日 ▼ AIT，事実上の駐在武官の存在を認
める。 4日，中国外交部が反発。
6 日 ▼フランス海軍のフリゲート，ヴァン

デミエールが 6日に台湾海峡を通過。
10日 ▼第 ₈ 回日台漁業委員会，東京で開催。

▼鴻海精密工業の郭台銘董事長（会長），総
統選挙出馬を表明。国民党，郭台銘の財政貢
献を表彰し，現役の党員と認める（17日）。
25日 ▼香港の銅鑼湾書店の林栄基・元店長，

台湾へ政治亡命。
27日 ▼ 米海軍イージス艦ステザムと W・

P・ローレンス，台湾海峡を通過（～28日）。
30日 ▼グアテマラのモラレス大統領，来訪

（～ 5月 3日）。蔡英文総統と会談。

▼米議会上院，台湾関係法再確認決議を採
択。 5月 1日，台湾外交部，謝意を表明。
5 月 5 日 ▼仮釈放中の陳水扁・元総統，回顧
録の出版発表会に出席。
7 日 ▼立法院，国家機密保護法修正案を可

決。機密に触れた人物の外国渡航制限を厳格
化。また，電業法改正案を可決。2025年脱原
発の条文を前年の住民投票結果に基づき削除。

▼アメリカ議会下院，2019年台湾保証法を
可決。
8 日 ▼台湾の国際合作発展基金会，アメリ

カの海外民間投資公社，パラグアイの Banco 
Regional の 3機関，借款契約および協力覚書
に調印。初の米台共同の援助案件。

▼頼清徳・前行政院長，訪日（～12日）。
9 日 ▼駐米台北経済文化代表処，台湾関係

法40周年祝賀会を米議会議事堂で開催。
10日 ▼蔡英文総統，国家安全高層会議を招

集。米中貿易摩擦への対応を協議。
12日 ▼蔡英文総統，中国によるメディアへ

の圧力を批判。
13日 ▼ 李大維国家安全会議秘書長，訪米

（～21日）。ボルトン国家安保担当大統領補佐

官と会談（日程不明）。
17日 ▼ 立法院，同性婚特別法（司法院釋字

第七四八號解釋施行法）を可決。24日に施行。
18日 ▼ 中国人民主活動団体「華人民主書

院」と香港の民主派による「市民愛国民主運
動支援連合会」，1989年の天安門事件に関す
るシンポジウムを台北で開催。
21日 ▼日本政府，春の叙勲で，新光呉火獅

記念医院董事長の呉東進氏に旭日中綬章，翻
訳家の李英茂氏に旭日双光章を授与。
22日 ▼米海軍イージス駆逐艦プレブルと補

給艦 W・S・ディール，台湾海峡を通過（～
23日）。
23日 ▼柯文哲台北市長，訪日（～26日）。
25日 ▼北米事務協調委員会，台湾米国事務

委員会に改名。
27日 ▼漢光35号演習実弾演習（～31日）。

▼蔡英文総統，司法院大法官候補 4人を指
名。
29日 ▼中国軍の Y ₈ 電子戦機，台湾東部沖

を飛行。漢光35号演習を偵察か。
31日 ▼立法院，両岸人民関係条例第 5条 3

項修正案を可決。中国との政治協議に憲法改
正より厳しい手続きを定める。
6 月 1 日 ▼アメリカ国防総省のインド太平洋
戦略報告，台湾など 4カ「国」との関係強化
に言及。
2 日 ▼中国の魏鳳和国防相，台湾独立への

武力行使に言及。大陸委員会，国防部，反発。
4 日 ▼中正記念堂・自由広場で中国の1989

年天安門事件追悼集会，開催。陳建仁副総統，
頼清徳・前行政院長が参加。
6 日 ▼台湾米国事務委員会の看板掲揚式，

蔡英文総統，クリステンセン AIT 台北事務
処長らが出席。
9 日 ▼蔡英文総統，逃亡犯条例改正案に反

対するデモを支持。
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13日 ▼民進党，総統選挙での公認を決める
世論調査結果を発表。蔡英文総統が内定。

▼蔡英文総統，談話を発表。香港政府の逃
亡犯条例改正案と香港警察の鎮圧を非難。

▼邱垂正大陸委員会副主任委員，香港から
政治亡命の受け入れの可能性に言及。
19日 ▼立法院，国家安全法改正案を可決。

サイバー攻撃，公務員の利敵行為への対策。
20日 ▼エバー航空客室乗務員が加入する組

合，スト決行。 7月 6日に労使合意，同月10
日終了。
21日 ▼郭台銘・鴻海精密工業董事長，退任。
26日 ▼行政院，台湾企業投資促進プログラ

ムおよび中小企業向け投資促進プログラムを
決定， 7月 1日から運用開始。
27日 ▼立法院，司法院大法官 4 人の人事案

を承認。
7 月 1 日 ▼立法院，所得税法改正案可決。家
族介護に年12万元の特別控除可能に。
3 日 ▼立法院，両岸人民関係条例第 9 条，

第91条改正案を可決。公務員の中国渡航や中
国の政治活動への参加に関する規制を強化。
4 日 ▼蔡英文総統，中国の統一戦線工作へ

の加担者を処罰する法律の制定に言及。
8 日 ▼ アメリカ国務省，M1A2戦車の台湾

への売却を議会に通告。
11日 ▼蔡英文総統，外訪（～22日）。往路，

ニューヨークに立ち寄り（12～14日）。ハイチ
（14日），セントクリストファーネビス（14～
16日），セントビンセント・グレナディーン

（16～17日），セントルシア（17～19日）を訪問。
帰路，デンバーに立ち寄り（19～21日）。
12日 ▼時代力量の黄国昌立法委員，総統の

外訪に随行した侍衛官（軍人）によるタバコ密
輸入疑惑を法務部調査局に告発。

▼行政院原子能委員会，台電第 1 原発の廃
炉許可。

15日 ▼国民党，総統選挙公認候補選出のた
めの世論調査結果を公表。韓国瑜の公認が内
定。28日の同党全国代表大会で正式決定。
22日 ▼法務部調査局，密輸容疑の侍衛官を

逮捕。彭勝竹国家安全局長，引責辞任（23日）。
23日 ▼邱国正国軍退除役官兵輔導委員会主

任委員，退任。国家安全局長に就任（24日）。
24日 ▼ 米海軍のイージス巡洋艦アンティ

ターム，台湾海峡を通過（～25日）。
31日 ▼中国，台湾への個人観光旅行を禁止。

▼ネット専業銀行 3行，設立認可。
8 月 6 日 ▼柯文哲台北市長，台湾民衆党を結
成。
15日 ▼台湾への F-16V 売却が承認されたと

の報道。20日，アメリカ国務省が議会に通知。
17日 ▼ 1983年に鄧小平の「和平統一構想」

を初めて聞いた在米の楊力宇シートンホール
大学名誉教授，死去。中国の国務院台湾事務
弁公室（中国国台弁）が追悼の意を表明。
23日 ▼米海軍のドッグ型揚陸艦グリーン・

ベイ，台湾海峡を通過（～24日）。
29日 ▼ 米空軍 MC-130J 特殊作戦機，台湾

海峡を通過。

▼中華映管，董事会で全従業員2100人の解
雇を決定。
9 月10日 ▼ 蘇貞昌行政院長，台湾高鉄（新幹
線）の屏東延伸を宣言。
12日 ▼郭台銘，国民党を離党すると表明。
16日 ▼ソロモン諸島，中国と関係樹立，台

湾と断交。17日，アメリカ，日本が遺憾表明。
20日 ▼キリバス，中国と関係樹立，台湾と

断交。アメリカ，日本が遺憾の意を表明。

▼米海軍イージス巡洋艦アンティターム，
台湾海峡を通過。

▼左派独立運動家で，総統府資政（上級顧
問）の史明，死去。蔡英文総統，追悼の意を
表明（21日）。
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25日 ▼蔡英文総統，国家安全会議を招集。
中国側の動きを予想した機密報告を一部公開。
26日 ▼ 米空軍 MC-130J 特殊作戦機，台湾

海峡を通過（同型機として 2 回目）。
10月 3 日 ▼第 5 世代移動通信システム（ 5 G）
入札締め切り， 5社書類提出。
7 日 ▼外交部と AIT，「太平洋対話」を開催。

▼チェコのプラハ市，「一つの中国」条項
の是正を拒んだ北京市との姉妹都市協定を破
棄。
10日 ▼ 陳建仁副総統，バチカン訪問（～15

日）。ローマ教皇フランシスコと面会（13日）。
14日 ▼ジェームス・モリアーティAIT 理事

長，来訪（～19日）。蔡英文総統（16日），韓国
瑜高雄市長（18日）と会談。
18日 ▼香港政府，逃亡犯条例改正の発端と

なった殺人犯に台湾で自首を促す意向を示
す。
20日 ▼宜蘭の連絡橋崩壊， 6 人死亡，10人

負傷。
24日 ▼日台交流協会の沼田幹夫台北事務所

代表，退任。後任には泉裕泰・前駐バングラ
デシュ大使（11月 1 日着任）。
26日 ▼台北で LGBTQ パレード，過去最多

の20万人（主催者発表）参加。
29日 ▼ 第44回日台貿易経済会議，開催（～

30日）。特許審査迅速化などの覚書を締結。
31日 ▼交通部台湾鉄路管理局，2018年10月

のピュマ号脱線事故に関し，住友商事と台湾
住友商事に 6億元余りの損害賠償請求の提訴
を発表。
11月 3 日 ▼日本政府，秋の叙勲で林伯豊台湾
ガラス工業董事長に旭日重光章，彭誠浩アジ
ア野球連盟会長に旭日小綬章，薛光豊台湾国
際教育旅行連盟総会長に旭日双光章を授与。
4 日 ▼ 中国国台弁，発展改革委員会，「両

岸経済文化交流協力を促進する若干の措置」

（台湾優遇26条の措置）を発表。呉釗燮外交部
長や大陸委員会，これを主権侵害と批判。
5 日 ▼ 米軍 MC-130J 特殊作戦機，台湾海

峡上空を飛行（本年 3回目）。
6 日 ▼頂新集団による食用油偽装事件，元

董事長の有罪確定。
11日 ▼国民党の韓国瑜候補，張善政・元行

政院長を副総統候補に指名。
12日 ▼米海軍イージス巡洋艦チャンセラー

ズビル，台湾海峡を通過。
13日 ▼香港から台湾人留学生が一斉帰国。

▼宋楚瑜親民党主席，総統選挙へ出馬表明。
17日 ▼蔡英文総統，頼清徳・前行政院長を

副総統候補に指名。
▼中国海軍 2隻目の空母，台湾海峡を通過。

23日 ▼蔡英文総統，ローマ教皇フランシス
コと電報でメッセージを交換。
24日 ▼ 法務部調査局，中国の「現地工作

員」と指摘された人物の出国を阻止。
28日 ▼パナソニック，半導体部門を新唐科

技に2.5億ドルで売却。
12月 7 日 ▼英海軍測量船エンタープライズ，
台湾海峡を通過。
9 日 ▼訪台日本人，初の200万人突破。
12日 ▼遠東航空，資金不足を理由に翌日か

ら全線運航停止を決定。
17日 ▼台北地検，中国の公務員の台湾旅行

を違法に手配した旅行会社 6社を家宅捜索。
18日 ▼アメリカ議会上院，国防授権法を可

決。中国による総統選挙介入への監視を要求。

▼ベトナムとの投資協定，改定。
25日 ▼台北市議会，プラハ市との姉妹協定

を承認。
26日 ▼ 中国軍空母「山東」，台湾海峡を通

過。
28日 ▼陳建仁副総統，パラオ訪問（～30日）。
31日 ▼立法院，反浸透法案を可決。
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　 1 　国家機構図（2₀19年12月末現在）

（注）　 1）「山地原住民区」のみ例外として，「地方自治団体」とされ，また「区民代表会」が設置さ
れる。

（出所）　行政院（http://www.ey.gov.tw/），監察院（http://www.cy.gov.tw/）および司法院（http://www.judicial.
gov.tw/）ウェブサイトを参照。

1)

1)



174

2019年　参考資料

　 2 　国家機関要人名簿（2₀19年12月末現在）

総統 蔡英文＊

副総統 陳建仁
総統府秘書長 陳菊＊

　同副秘書長 劉建忻
　発言人（報道官） 黄重諺
国家安全会議秘書長 李大維
　同副秘書長 陳文政，蔡明彦，葉国興
　国家安全局長 邱國正
中央研究院院長 廖俊智
国史館館長 呉密察
立法院
　院長：蘇嘉全 副院長：蔡其昌
　（同正副院長含め，立法委員定数113人）
司法院
　院長：許宗力 副院長：蔡烱燉
　（同正副院長含め，大法官定数15人）
監察院
　院長：張博雅＊ 副院長：孫大川
　（同正副院長含め，監察委員定数29人）
考試院
　院長：伍錦霖 副院長：李逸洋
　（同正副院長のほか，考試委員定数20人）
行政院（内閣）
院長：蘇貞昌 副院長：陳其邁
政務委員 林萬億，張景森，呉政忠，
 陳美伶＊，鄧振中，唐　鳳，
 羅秉成，呉沢成，龔明鑫　
秘書長 李孟諺
副秘書長 何佩珊＊，宋餘俠
発言人（報道官） 谷

グ

辣
ラ

斯
ス

・尤
ユ

達
ダ

卡
カ

＊

内政部長 徐国勇
外交部長 呉釗燮
国防部長 厳徳発
財政部長 蘇建栄
教育部長 潘文忠

法務部長 蔡清祥
経済部長 沈栄津
交通部長 林佳龍
衛生福利部長 陳時中
文化部長 鄭麗君＊

労働部長 許銘春＊

科技部長 陳良基
僑務委員会委員長 呉新興
国家発展委員会主任委員 陳美伶＊（兼任）
金融監督管理委員会主任委員 顧立雄
国軍退除役官兵輔導委員会主任委員 馮世寬
原住民族委員会主任委員 夷

イ

將
チャン

・拔
バ

路
ル

兒
ー

客家委員会主任委員 李永得
海洋委員会主任委員 李仲威
大陸委員会主任委員 陳明通
原子能委員会主任委員 謝曉星
農業委員会主任委員 張子敬
公共工程委員会主任委員 呉沢成（兼任）
環境保護署長 張子敬
国立故宮博物院長 吳密察
主計総処主計長 朱澤民
人事行政総処人事長 施能傑
中央銀行総裁 楊金龍
中央選挙委員会主任委員 李進勇
公平交易委員会主任委員 黄美瑛
促進転型正義委員会主任委員 （空席）
国家通訊伝播委員会主任委員 （空席）

（注）　 1）＊は女性。 2）下線は行政院会議での
議決権を持つ。 3）点下線ほか， 6 直轄市の
市長が閣議に列席可能。
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　 3 　主要政党要職名簿（2₀19年12月末現在）

　中国国民党
主席 呉敦義
副主席 曽永権，郝龍斌
秘書長 曽永権

　民主進歩党
主席 卓栄泰
秘書長 羅文嘉

　 4 　台湾と外交関係のある国（2₀19年12月末現在）

国名 国交樹立 備考
オセアニア（ 4カ国，相互承認関係 2カ国）
　ツバル 1979. 9.19
　マーシャル諸島共和国 1998.11.20
　パラオ共和国 1999.12.29
　ナウル共和国 2005. 5.14 復交 2002. 7.23 断交
　パプアニューギニア 1995. 9.24 相互承認関係
　フィジー共和国 1996.10. 4 相互承認関係
ヨーロッパ（ 1カ国）
　バチカン市国 1942. 7 1972年最後の大使が離任
アフリカ（ 1カ国）
　スワジランド共和国 1968. 9. 6
ラテンアメリカ（ 9カ国）
　グアテマラ共和国 1954 公使館設置

1960 大使級関係
　ハイチ共和国 1957 公使館設置

1965 大使級関係
　パラグアイ共和国 1957. 7. 8
　ホンジュラス共和国 1957 公使館設置
　 1965. 5.20 大使級関係
　セントビンセント・グレナディン諸島 1981. 8.15
　セントクリストファー・ネビス 1983.10. 9
　ベリーズ 1989.10.13
　ニカラグア共和国 1990.11. 6 復交 1985.12. 7 断交
　セントルシア 2007. 5. 1 復交 1984. 5. 8 国交

1997. 8.29 断交
（注）　 1）パプアニューギニア，フィジー共和国とは相互承認関係にある。ただし，パプアニューギニア

は2018年 2 月に台湾側駐在機関の外交特権を剥奪したことから，同国が現在もそう認識しているか
は不明である。

　　　 2）1）を除き，台湾と正式に国交を締結している国は15カ国。
　　　 3）2019年 9 月にソロモン諸島およびキリバスと断交した。
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　 1　基礎統計
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

人 口（1,000人） 23,374 23,434 23,492 23,540 23,571 23,589 23,603
労 働 力 人 口（同上） 11,445 11,535 11,638 11,727 11,795 11,874 11,946
消費者物価上昇率（％） 0.79 1.20 -0.30 1.39 0.62 1.35 0.56
失 業 率（％） 4.18 3.96 3.78 3.92 3.76 3.71 3.73
為替レート（ 1ドル＝元） 29.770 30.368 31.898 32.318 30.439 30.156 30.925
（出所）　内政部戸政司全球資訊網（http://www.ris.gov.tw/app/portal/346），行政院主計総処ウェブサイト

（http://www.dgbas.gov.tw/），中央銀行ウェブサイト（http://www.cbc.gov.tw/）。

　 2　支出別国内総生産および国民総所得（名目価格）� （単位：10億元）
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

民 間 消 費 支 出 8,242 8,603 8,788 9,082 9,326 9,609 9,870
政 府 消 費 支 出 2,259 2,361 2,364 2,482 2,487 2,623 2,644
資 本 形 成 3,441 3,668 3,706 3,798 3,771 4,075 4,402

固 定 資 本 形 成 3,466 3,631 3,664 3,808 3,796 3,991 4,429
在 庫 増 減 -25 38 42 -10 -25 85 -27

財 ･ サ ー ビ ス 輸 出 11,854 12,559 12,157 11,808 12,096 12,219 12,114
財 ･ サ ー ビ ス 輸 入 10,527 10,934 9,959 9,615 9,696 10,184 10,131
国 内 総 生 産（GDP） 15,271 16,258 17,055 17,555 17,983 18,343 18,899
海 外 純 要 素 所 得 403 439 440 451 447 415 451
国 民 総 所 得（GNI） 15,673 16,697 17,495 18,006 18,431 18,758 19,349
（注）　2013～2018年は修正値。2019年は暫定値。
（出所）　行政院主計総処ウェブサイト（http://www.dgbas.gov.tw/）。

　 3　産業別国内総生産（実質：2016年価格） （単位：10億元）
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

全 産 業 15,744 16,560 16,723 17,047 17,677 18,218 18,557
農 林 水 産 業 385 393 362 328 355 370 365
鉱 業 ・ 採 石 業 14 13 12 11 11 12 12
製 造 業 4,853 5,364 5,436 5,656 5,963 6,160 6,188
電 気 ･ ガ ス 281 289 278 296 296 303 307
水道・環境サービス 98 100 97 98 101 106 109
建 設 業 416 419 416 411 408 416 423
小 売 ・ 卸 売 業 2,601 2,685 2,672 2,678 2,794 2,886 2,976
運 輸 ・ 倉 庫 業 498 501 497 511 543 573 583
宿 泊 ・ 飲 食 業 423 426 430 436 439 451 467
情 報 通 信 業 451 478 518 549 570 594 625
金 融 ・ 保 険 業 977 1,055 1,100 1,125 1,183 1,228 1,274
不 動 産 業 1,332 1,358 1,386 1,399 1,423 1,460 1,486
公共サービス・国防 1,060 1,050 1,051 1,050 1,058 1,065 1,080
教 育 745 751 749 739 736 737 738
そ の 他 サ ー ビ ス 業 1,622 1,697 1,726 1,760 1,797 1,858 1,918

（＋）輸 入 税 183 194 196 200 209 216 226
（＋）付 加 価 値 税 279 295 291 308 315 320 328
統 計 誤 差 -35 -113 -26 0 -65 -120 30
国 内 総 生 産（GDP） 16,172 16,935 17,183 17,555 18,137 18,634 19,140
実質ＧＤＰ成長率（％） 2.48 4.72 1.47 2.17 3.31 2.75 2.71
（注）　基準年変更のため，2013～2018年は修正値。2019年は暫定値。
（出所）　表 2に同じ。
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　 4　国・地域別財貿易 （単位：100万ドル）
2016 2017 2018 2019

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 73,732 43,991 88,745 50,037 96,498 53,790 91,817 57,385
香 港 38,254 1,330 41,165 1,512 41,401 1,409 40,331 1,062
日 本 19,471 40,620 20,574 41,939 22,801 44,151 23,282 44,034
韓 国 12,531 14,650 14,416 16,893 15,739 19,525 16,917 17,734
シンガポール 16,147 7,526 17,620 8,711 17,324 8,416 18,186 7,923
マ レ ー シ ア 7,814 6,289 10,368 7,178 10,602 9,305 9,400 10,379
ベ ト ナ ム 9,511 2,746 10,457 3,120 10,771 3,698 10,772 5,279
タ イ 5,490 3,818 6,381 4,357 6,168 4,581 5,518 4,252
フ ィ リ ピ ン 8,659 2,204 9,593 2,378 8,942 2,493 6,157 2,114
ド イ ツ 5,897 8,569 6,429 9,198 7,058 9,969 6,522 9,401
オ ラ ン ダ 4,469 4,145 4,972 3,476 5,856 3,883 5,863 7,879
ア メ リ カ 33,396 27,087 36,773 28,396 39,490 33,105 46,243 34,831
オーストラリア 2,948 6,118 2,931 8,235 3,395 9,552 3,237 10,063
そ の 他 40,856 60,106 45,063 71,770 47,962 80,915 44,949 73,358
合 計 279,175 229,199 315,487 257,200 334,007 284,792 329,194 285,694
（注）　2016～2018年は修正値。2019年は暫定値。
（出所）　財政部ウェブサイト（http://www.mof.gov.tw/）。

　 5　国際収支 （単位：100万ドル）
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

経 常 収 支 49,937 60,607 72,769 71,259 83,093 70,843 64,350
貿 易 収 支 54,578 60,249 73,139 70,960 81,258 67,034 57,773

輸 出（FOB） 384,701 382,253 339,837 309,283 342,706 345,495 330,910
輸 入（FOB） 330,123 322,004 266,698 238,323 261,448 278,461 273,137

サ ー ビ ス 収 支 -15,197 -11,344 -10,780 -10,487 -8,723 -6,622 -5,184
収 入 36,461 41,578 40,968 41,291 45,213 50,209 51,811
支 出 51,658 52,922 51,748 51,778 53,936 56,831 56,995

第 一 次 所 得 収 支 13,520 14,458 13,779 13,956 14,695 13,752 14,663
収 入 24,609 29,212 28,893 29,480 34,239 39,051 39,114
支 出 11,089 14,754 15,114 15,524 19,544 25,299 24,451

第二次所得収支（純） -2,964 -2,756 -3,369 -3,170 -4,137 -3,321 -2,902
資 本 勘 定 67 -8 -5 -9 -12 63 -3
金 融 勘 定 41,053 50,531 65,012 58,530 71,343 54,220 52,857

直 接 投 資（純） 10,687 9,883 12,318 8,685 8,261 11,060 3,648
証 券 投 資（純） 29,129 44,041 55,112 77,120 77,839 84,028 46,288
派 生 金 融 商 品（純） -838 -546 2,195 1,700 -503 1,638 2,501
そ の 他 投 資（純） 2,075 -2,847 -4,613 -28,975 -14,254 -42,506 420

誤 差 脱 漏 2,367 2,947 7,259 -2,057 729 -4,187 5,168
準 備 資 産 増 減 11,318 13,015 15,011 10,663 12,467 12,499 16,658
（注）　2013～2018年は修正値。2019年は暫定値。
（出所）　中央銀行ウェブサイト（http://www.cbc.gov.tw/）。
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　 6　中央政府財政（決算ベース） （単位：100万元） 

2015 2016 2017 2018 2019 2020
歳 入 1,885,341 1,895,641 1,921,299 2,017,736 1,992,563 2,106,961

税 収 1,465,119 1,533,842 1,522,877 1,639,217 1,647,107 1,679,592
営業利益および事業収入 237,657 231,987 233,506 238,257 229,022 244,186
手数料および反則金収入 120,255 85,164 120,489 97,052 79,844 123,209
財 産 収 入 49,347 26,634 22,649 29,602 25,878 48,018
そ の 他 12,962 18,013 21,778 13,608 10,712 11,956

歳 出 1,896,255 1,940,603 1,930,978 1,909,712 1,997,978 2,077,569
一 般 政 務 費 177,153 179,700 176,006 185,066 189,034 197,778
国 防 費 305,378 309,297 305,698 313,742 324,673 337,505
教 育 科 学 文 化 費 379,708 382,721 401,751 386,912 415,679 420,181
経 済 発 展 費 258,629 266,730 256,734 233,096 242,046 246,924
社 会 福 祉 費 439,699 460,369 475,403 487,377 491,971 523,491
社区発展・環境保護費 15,911 17,457 16,437 18,003 18,942 23,183
年 金 ・ 遺 族 手 当 費 138,395 146,829 137,882 127,650 138,074 146,389
債 務 費 111,722 113,204 101,811 100,725 111,514 108,001
一般補助およびその他支出 69,660 64,296 59,255 57,142 66,045 74,118

（注）　2019年と2020年は法定予算。歳入および歳出には中央政府債発行に伴う収入と償却費が含まれ
ないため，歳入と歳出は一致しない。債務費は中央政府債の利子支払いである。

（出所）　表 2に同じ。

　 7　産業別対中投資 （単位：件，1,000ドル）
2015 2016 2017 2018 2019

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
全 産 業 427 10,965,485 323 9,670,732 580 9,248,862 726 8,497,730 610 4,173,090
農 林 水 産 業 0 2,200 2 8,000 4 16,815 6 26,037 1 52,390
鉱業・採石業 0 21,539 1 9,210 0 22,703 0 0 0 0
製 造 業 210 6,485,575 149 7,112,219 225 6,435,556 293 5,975,531 250 2,408,058
建 設 業 0 11,848 5 67,904 17 9,634 12 57,966 14 28,758
卸売・小売業 116 679,942 84 535,112 183 1,059,867 209 1,188,919 182 1,008,872
運輸・倉庫業 5 42,278 1 71,974 6 37,801 9 158,425 6 146,752
宿泊・飲食業 5 14,474 4 24,424 10 22,498 9 84,798 8 6,606
情 報 通 信 業 12 116,468 9 49,335 23 64,061 33 47,106 11 45,293
金融・保険業 24 2,785,892 20 1,362,907 15 1,073,515 26 589,043 18 236,871
そ の 他 55 805,269 48 429,647 97 506,412 129 369,905 120 239,490

（注）　承認ベース。
（出所）　経済部投資審議委員会ウェブサイト（http://www.moeaic.gov.tw/）。


